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第１章 はじめに 

１ 経営戦略策定の趣旨と位置づけ 

（１）経営戦略策定の趣旨 

栗東市水道事業は、住民生活と産業活動に欠かすことのできないライフラインと

して昭和３５年度に事業認可を受けて以来普及を進め、平成２３年の観音寺簡易水

道事業の統合を経て、現在では給水普及率９９．９%となっています。 

また本市では、平成２５年３月に厚生労働省が策定した「新水道ビジョン」の方針

を踏まえ、平成２８年度に「栗東市水道事業ビジョン」を策定し、安全で良質な水道

水の安定的な供給を図ってきました。 

しかしながら、平成２８年３月に策定した栗東市人口ビジョンでは平成５７年度

以降は本市でも人口減少が見込まれており、また節水機器の普及や核家族化による

有収水量の減少により水道事業も今後ますます厳しい経営を強いられることが予想

されます。一方で既存の各施設は設置から相当年数が経過し、老朽化が進んでおり、

施設の更新や耐震化には多大な費用が必要になります。 

このような状況を踏まえ、平成２８年度に策定しました栗東市水道事業ビジョン

や栗東市水道事業アセットマネジメントに基づき、自己水の確保と安定供給を図る

ため、「災害に強いライフラインの構築」を進めるとともに、さらなる経営の効率化

を実現するため、中長期的な経営の基本計画となる「栗東市水道事業経営戦略」を策

定しました。 

 

（２）経営戦略改定の主旨 

  経営戦略の計画推進と点検・進捗管理の方法として、毎年度、目標指標の進捗管理

を行うとともに、５年に一度経営戦略における投資・財政計画の実績とのかい離及び

その原因を分析し、見直しを行うこととしています。今回、その見直し期間の到来に

伴い投資・財政計画を更新することで、社会情勢や水需要の変化に対応した内容とな

るよう改定するものです。 
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（３）経営戦略の位置づけ 

「栗東市水道事業経営戦略」は、総務省の「公営企業の経営に当たっての留意事

項通知」（平成２６年８月２９日付）や、厚生労働省の「新水道ビジョン」（平成２

５年３月）を踏まえ、本市水道事業における中長期的な経営の基本計画として策定

しました。 

なお、「栗東市水道事業経営戦略」の策定にあたり、「栗東市水道事業ビジョン」

（計画期間平成２９年度～令和８年度）、「栗東市水道事業アセットマネジメント

（計画期間平成２９年度～令和８年度）」との整合を図っています。 

 

【経営戦略の位置づけ】 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

令和５年度～令和１４年度（１０年間） 

  

栗東市水道事業経営戦略 
令和５年度～令和１４年度

新水道ビジョン 
「安全・強靭・持続」 
（平成 25 年 厚生労働省） 

 公営企業の経営戦略の策定等

に関する研究会報告 

経営戦略の策定推進 
について 

（平成28 年 総務省通知） 

公営企業の経営に当たっての

留意事項について 
（平成 26 年 総務省通知）

栗東市水道事業ビジョン 

平成 29 年度～平成 38 年度 

栗東市水道事業

平成 29 年度～令和 8 年度 
アセットマネジメント 

第５次栗東市水道事業 
整備計画 

令和 4 年度～令和 23 年度 



3 
 

第２章 水道事業の現状と課題 

１ 事業の概要 

供用開始年月日 昭和３８年３月２６日 

法適（全部・財務） 

・非適の区分 
全部適用 

計画給水人口 ７２，４００ 人 

現在給水人口 ７０，４２５（令和５年３月末現在） 人 

有収水量密度 ２４４ 千ｍ³/ｋｍ² 

事業の特徴 

（地理的要因その他） 

本市は、滋賀県の湖南地域の中程に位置し、東部を湖南市、

南部を甲賀市、西部を大津市と草津市、北部を守山市と野洲

市に接しています。地形は、南部は標高６９３ｍの阿星山を

最高峰とする金勝連峰より広がる丘陵地帯が面積の半分を占

めています。北部は、近江盆地の沖積平野の一部を形成し、北

西方向に穏やかに傾斜をなし、湖南市域の穀倉地帯として、

良質の近江米を産出する水田地帯が広がっています。また、

西部には草津川、北東部には野洲川があり、それぞれ琵琶湖

に注ぐ代表的な河川であり、琵琶湖南部の主要な流水域上に

あります。 

このような地理的条件下において、水道事業は昭和３５年

度に創設事業認可を受け、現在は、平成２２年度に事業変更

認可を受けた第４次拡張事業に着手しています。本市の水道

は、約６０％を自己水源でまかない、残りの約４０％は滋賀

県用水供給事業者から浄水を受水しています。 
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【栗東市の主要な水道施設の位置図】 
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２ 給水の状況 

（１）給水人口と有収水量の実績 

 

総人口の増加に伴い、給水人口も増加しています。一方、節水機器の普及や核家

族化の影響で一人あたり有収水量が減少しており、結果として本市の有収水量は近

年横ばい傾向にあります。 

なお、令和２年度及び令和３年度並びに令和４年度については、新型コロナによ

る巣ごもり需要、大口利用者の暫定的な使用水量増の影響で有収水量の増加が見ら

れましたが、いずれも一時的な要因によるものです。 

 

（２）給水人口と有収水量の見通し（令和５年度～令和１４年度） 

 

 

給水人口(人) 有収水量(千㎥) 
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「栗東市人口ビジョン」（平成２８年３月）における推計では、本市の総人口（行

政区域内人口）は、今後も増加傾向は続く見通しとなっており、これに伴い給水人

口も増加傾向が続く見込みです。しかし、節水意識の向上や節水機器の普及および

長引く景気の低迷などにより一人当たり有収水量が減少傾向にあることや、工場な

どの大口利用者による利用水量が井戸水の利用などにより減少傾向にあることか

ら、今後も有収水量は横ばいから微減傾向で推移することが予想されます。 

このため、将来の水需要量の増加が見込めない中で事業運営を行うことになり、

厳しい事業環境となっていくことが想定されます。水需要量の動向は、今後の水道

施設の整備や水道事業の経営に直接影響を及ぼすことから、長期的な視点に立って

把握し、的確な需要の推計を行い、合理性のある施設整備を進め、さらなるコスト

削減に努めながら、健全経営に取り組んでいく必要があります。 

３ 水道施設や管路の状況と将来の見通し 

（１）水道施設の状況と将来の見通し 

本市の水道は、約６０％を自己水源でまかない、残りの４０％は滋賀県用水供給

事業者から浄水を受水しています。自己水源の９９％以上は地下水を取水しており、

残りは金勝川上流の表流水を取水しています。 

本市の地形は、標高の低く市街地を形成している低区と標高の高く山間地が多い

高区からなっており、低区で取水や受水した水道水を高区に送る必要があるため、

多くの水道施設を保有しています。施設の種類には、水源地（浄水場併用）、県水受

水池、配水池、加圧ポンプ場および水道管路があります。これらの施設の多くは建

設後４０年以上経過し、老朽化が進んでいることから、アセットマネジメントに基

づき更新・耐震化に取り組んでいますが、その更新に多額の費用がかかることが課

題となっています。 

 

●主な浄水場（水源地） 

施設 計画給水量（㎥/日） 建設年度 経過年数 

出庭水源地 ９，８００ 
１９６７ 

（２０１６更新） 

５０年 

（更新後６年） 

十里水源地 ５，３００ 
１９７５ 

（２０２１改修） 

４２年 

（改修後１年） 

金勝水源地 ２，１６４ １９７５ ４２年 

観音寺水源地 ３７ 
１９７０ 

（２００６改修） 

４７年 

（改修後１６年） 
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●主な県水受水池 
施設 容量（㎥） 建設年度 経過年数 

第１高区受水池 ４，０００ １９９２ ３０年 

 

●主な配水池 

施設 
配水池能力

（㎥） 
建設年度 経過年数 更新状況等 

低区配水池第１配水池 １０，０００ ２００２ ２０年  

低区配水池第３配水池 ５，２８０ １９８０ ４２年  

第 1高区配水池第１配水池 １，０００ １９６７ ５５年 更新中 

第 1高区配水池第 2配水池 １，５７０ １９７２ ５０年 更新中 

第 2高区配水池第１配水池 １８０ １９６７ ５５年  

第 2高区配水池第 2配水池 ３００ １９７５ ４７年  

第 3 高区配水池 ４５ １９６７ ５５年  

 

 

●主な加圧ポンプ場 

施設 受水池容量 

（㎥） 

ポンプ棟 

建設年度 

経過年数 
更新状況等 

第１高区加圧ポンプ場 低区配水池兼用 ２００２ ２０年  

第２高区加圧ポンプ場 ８００ １９６７ ５５年 更新中 

第３高区加圧ポンプ場 １４ １９６７ ５５年  

第４高区加圧ポンプ場 １４０ １９９６ ２６年  

 

≪関連指標の推移≫ 

区分 
平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

１年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

用語説明 

（算式） 

施設利用率（％） ７６．５ ７６．３ ７６．８ ７８．３ ８０．７ 

施設の利用状況や適正規

模を判断する指標。 

一日平均配水量÷一日配

水能力×１００ 

有形固定資産減

価償却率（％） 
４４．５ ４５．７ ４６．３ ４７．６ ４６．９ 

施設の老朽化の状況を判

断する指標。 

償却資産の減価償却累計

額÷取得価額×１００ 

 

施設利用率は継続して７５％以上と高くなっており、施設は効率的に利用できて
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いるといえます。 

一方で、有形固定資産減価償却率は、施設及び管路の計画的な更新・改修を行う

ことで４５％前後を推移しており、全国平均５０．９９％（令和３年度）に比べ老

朽化が抑えられているものの、継続して老朽化対策に取り組む必要があります。 

（２）管路の状況と将来の見通し 

本市の水道管路の総延長は、約４００ｋｍ（県水管約１０ｋｍ含む）であり、現

在これらの管路の老朽化に伴う漏水事故の増加が課題となっています。 

現状として、法定耐用年数を経過し老朽化している管路（経年化管路）は１５％

程度ですが、管路の更新を行わなかった場合、今後２０年間で６割程度の管路が経

年化管路となる見込みです。 

 

【管路の年度別布設状況】 

 

平成２７年８月５日に発生した漏水事故では、布設から４０年以上経過した水道

管６００ｍｍが破損したことにより、９２世帯が断水し、市内６学区の一部世帯で

水が茶色く濁るなどの影響が出ました。その後も、老朽化を起因とする漏水事故が

年に複数回、発生する状況が続いています。 

このような事故や大規模地震などの災害に備えて、水道事業整備計画に基づき着

実に老朽管更新に取り組むことが重要です。なお、更新する際には、耐震性能を備

えた管路を使用し、老朽化対策と耐震化を同時に行うことで、合理的な更新を図っ

ています。 
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≪関連指標の推移≫ 

区分 
平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

１年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

用語説明 

（算式） 

管路経年化率

（％） 
１４．５ １５．１ １４．５ １４．１ １５．１ 

管路の老朽化の状況を判

断する指標。 

法定耐用年数超管路延長

÷管路総延長×100 

管路更新率 

（％） 
０．７ １．０ ０．６ ０．５ ０．６ 

管路の更新ペースや状況

を把握する指標。 

当該年度に更新した管路

延長÷管路総延長×100 

有収率 

（％） 
９１．６ ９２．２ ９０．７ ９１．１ ９１．４ 

施設の稼働がどの程度収

益につながっているかを

表す指標。 

年間総有収水量÷年間総

配水量×100 

管路経年化率１５％程度に対し、管路更新率は０．６％程度です。口径の大きい

基幹管路等の更新を優先して行っているため、管路総延長に対する更新延長の割合

は比較的低くなる傾向にあります。 

有収率は９１％前後を維持し、比較的安定的に推移していますが、管路の老朽化

が進めば漏水割合が増加し、有収率も悪化することが考えられます。 

（３）耐震化の状況 

【水道施設の耐震状況】 

本市の浄水場等水道施設は、多くが平成１２年度までに建設されていたため、現

在の耐震基準を満たしていません。そのため、災害時の事故の防止及び被害の最小

化のため、耐震化診断を行ったうえで優先度の高い水道施設から計画的に耐震化を

進めていく必要があります。 

施設名 耐震化済みの施設 耐震化未対応の施設 

浄水場（水源地） 出庭水源地 

十里水源地 

金勝水源地 

観音寺水源地 

配水池 第 1高区配水池第１配水池 

第 1高区配水池第 2配水池 

 

低区配水池第 1配水池 

低区配水池第 3配水池 

第 2高区配水池第1配水池 

第 2高区配水池第2配水池 

第 3高区配水池 

受水池 無し 第１高区受水池 

加圧ポンプ場 第 2高区加圧ポンプ場 

 

 

第 1 高区加圧ポンプ場 

第 3高区加圧ポンプ場 

第 4高区加圧ポンプ場 

 

更
新
中 

更
新
中 
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【管路の耐震状況】 

本市の耐震適合性のある基幹管路は約３４％となっています。この割合は全国の

耐震適合率約４１％（※）と比べても低くなっています。このような状況では、大

規模地震が発生した場合は、管路の被害が広範囲にわたって発生することが予想さ

れます。 

現在、水道事業整備計画に基づき基幹管路や重要施設給水管を優先的に耐震性能

を備えた管への更新を行っていますが、その他の管路についても、老朽化したもの

から順次、耐震管に切り替えていく予定です。 

※ 厚生労働省「水道事業における耐震化の状況（令和 3年度）」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道施設の耐震化の状況

H29 R3

浄水施設 56.6% 87.3% 33.6% 39.2%

配水池 54.4% 54.4% 62.2% 62.3%

基幹管路 31.0% 33.7% 31.9% 41.2%

栗東市 滋賀県平均
R3

全国平均
R3
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４ 料金の状況 

（１）現在の料金体系 

現在の水道使用料は、下表のとおりです。 

 

 

（２）料金についての考え方 

水道事業の経費は、地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において負担すべ

きものを除き、料金収入などをもって充てなければならないとされています。 

このため、経営戦略を策定し、更新投資に要する経費など同戦略に基づいて事業

を継続するために必要となる経費について、現在の料金水準で賄うことが困難であ

る場合には、投資や人件費等経費の最大限の合理化を前提として、料金の見直しを

検討することが必要となります。 

本市においても、今後、管路や水道施設の耐震化や更新に要する費用が多額とな

ることが見込まれるため、これらの投資についての見積りを勘案した上で、安定的

な経営を可能とするため必要に応じて新たな料金体系の構築を検討する必要があ

ります。 

 

（３）料金改定の状況 

直近の料金改定は、平成２５年７月に平均改定率７．５％の改定を行いました。 

老朽施設の更新や耐震化を計画的に行うために必要な財源を確保するため、令和

４年度、栗東市上下水道事業審議会へ水道料金の在り方について諮問を行い、料金

改定の必要性が認められました。また、改定率については、今後１０年間の安定経

営には２５．５％程度の改定が必要ではあるものの、市民生活や社会経済活動への

影響に配慮し、激変緩和策を講じることが意見として付帯されました。 

このことから、令和６年度に経常収支黒字が確保できる水準である平均改定率１

５％の料金改定を行い、５年後を目途に適正な料金水準について改めて検討を行う

こととします。 

 

口径
基本料金

（円/２ヶ月）
従量料金単価（円）

基本水量
（ｍ³/２ヶ月）

１３ｍｍ １，９８０

２０ｍｍ ２，２００

２５ｍｍ ２，４００

３０ｍｍ ６，５００

４０ｍｍ ８，５００

５０ｍｍ １０，５００

７５ｍｍ １５，０００

１００ｍｍ ２０，０００

１５０ｍｍ ３０，０００

２０

２１ｍ³～４０ｍ³・・・・・・１２５円／ｍ³
４１ｍ³～６０ｍ³・・・・・・１３０円／ｍ³
６１ｍ³～１００ｍ³・・・・・１４０円／ｍ³
１０１ｍ³～２００ｍ³・・・・１５０円／ｍ³
２０１ｍ³～６００ｍ³・・・・１６０円／ｍ³
６０１ｍ³～１，０００ｍ³・・１７０円／ｍ³
１，００１ｍ³～・・・・・・ １７５円／ｍ³
（※水量の区分は２ヶ月分を記載）



12 
 

 
≪関連指標の推移≫ 

区分 
平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

１年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

用語説明 

（算式） 

料金回収率 

（％） 
９９．７ １０２．６ １０３．１ ９８．３ １０６．０ 

給水に係る費用がどの程

度給水収益でまかなえて

いるかを表す指標。供給単

価÷給水原価×１００ 

料金回収率は１００％前後で推移しており、概ね給水にかかる費用を料金収入で

賄えています。しかし、令和３年度に料金回収率が改善された主な要因は、大口利

用者による一時的な水道使用量の増であり、現行の料金水準のままでは、今後、料

金回収率は１００％を下回ると見込まれます。 

 

５ 組織の状況 

（１）組織の状況 

本市では、水道課と下水道課を組織統合して上下水道課としたことにより、人件

費の削減、窓口業務の集約、職員間の情報共有による事務の効率化などを図りまし

た。 

また、官民連携としてメーター検針、施設保守点検、水道料金の徴収などの業務

を民間企業に委託することで、職員の削減や効率的な人員配置が可能となりました。 

以下に、令和３年度現在の本市上下水道事業所の組織図および上水道に係る業務

内容を示します。 

 

【部組織図】 
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（２）職員の状況 

【職員数の年度別推移】 

 

【職員年齢構成】 

 

職員の年齢構成をみると５０歳以上の職員が約半数を占めており、特に技術職員

については、３５歳以上の職員のみで構成されています。今後、若手職員、技術職

員の確保や人材育成が重要な課題であるといえます。 

 

（３）組織の見通し 

本市ではこれまで継続的に人員削減及び人員の適正化を図ってきました。今後は、

事業規模に見合った職員数を確保しつつ、施設の更新・耐震化事業を進めていく必

要があることから、偏った年齢構成となっている業務については人員の入れ替えを
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行うなど、次世代への継承と専門知識・技能等の向上を図ることで、永続的に少数

精鋭型の体制を維持できるよう努めます。 

 

６ これまでの主な経営健全化の取組 

  公的資金補償金免除繰上償還を利用し、支払利息負担を平成２３年度から平成

２８年度までの合計で約１．９千万円軽減することができました。 

  上下水道施設情報管理システムの閲覧用端末等を窓口に備え付け、平成２８年

度から課金システムを導入したことで参考図面発行と手数料収納の各業務を

効率化しました。 

  平成２９年１０月より電力会社との契約において、一定期間中の最低保証電力

以上の契約電力の使用を維持することを担保とした高圧電力料金の割引の適

用を受けたことによる費用削減が図れました。 

  平成１５年度より徴収業務の外部委託を開始し、平成１８年からは窓口業務を

追加した包括業務委託へ、その後も滞納整理業務や給水メーター管理業務など

委託範囲を拡大することで民間ノウハウの活用によるサービス向上、収納率の

向上、業務の効率化を図りました。 

 令和５年度より給水装置現地立会業務など、更なる業務拡大を行います。 

  水道料金の支払い方法について、平成２２年度よりコンビニ支払いを導入、令

和元年度よりスマホ決済を導入し、利用者の利便性向上と収納率の向上を図り

ました。 

  令和３年度より水道の開閉栓申請のオンライン化を導入し、利用者の利便性向

上と事務の効率化を図りました。 

 

７ 経営の状況 

（１）収支の概況（単位：百万円） 
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【収益的収支の概況】 

本市の令和３年度における収益的収入は約１２．４億円で、この内給水収益は約

１１．１億円、これに対して収益的支出が約１１．５億円発生しており、約０．９

億円の純利益を計上しております。 

収益的支出の主な内訳としては、受水費及び減価償却費がそれぞれ約３割程度を

占めております。 

【資本的収支の概況】 

本市の令和３年度の資本的支出は、施設や管路への投資（建設改良費）が約５．

１億円、約１．８億円の地方債償還となっています。これらの財源は、新たな地方

債の発行約２．６億円と内部留保金約３．２億円などで賄っています。 

施設や管路の更新及び耐震事業への投資が引き続き必要なことから、企業債の新

規発行による借入金残高の増加が将来世代への過度な負担にならないよう、発行額

の調整と水道料金水準の見直しなどによる財源の確保を図る必要があります。 
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（２）給水収益・収益的支出の状況 

① 給水収益、収益的支出（内訳）の推移 

【給水収益の推移】 

 

【収益的支出（内訳）の推移】 

 
収入面では、給水人口は増加しているものの、一人あたり有収水量が減少してい

るため、給水収益は近年横ばいに推移しています。 

なお、令和２年度の基本料金の減少は、新型コロナの経済支援策として基本料金

の減免を行ったためであり、令和２年度及び令和３年度の従量料金の増加は、新型

コロナの巣ごもり需要と大口利用者の暫定利用によるものであり、今後は、新型コ

ロナの影響や大口利用者の一時増が見込めないことから、横ばいもしくは微減傾向
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となることが見込まれるものです。 

支出面では、受水費や減価償却費がそれぞれ収益的支出の約３割を占めており、

近年同水準で推移しています。今後、更新投資に伴う減価償却費の増加による支出

増が見込まれます。 

 
≪関連指標の推移≫ 

区分 
平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

１年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

用語説明 

（算式） 

経常収支比

率（％） 
１０２．１ １０４．７ １０５．２ １００．７ １０７．３ 

経常費用が経常収益によってど

の程度賄われているかを示す指

標。 

（（営業収益＋営業外収益）／（営

業費用＋営業外費用）×100 

給水原価 

（円） 
１３３．９ １３０．２ １２８．９ １２６．９ １２５．０ 

有収水量１㎥あたりについて、ど

れだけの費用がかかっているか

を示す指標。 

(経常費用－受託工事費＋長期前

受金戻入)÷総有収水量 

② 給水収益の見通し（令和５年度～令和１４年度） 

【料金改定を実施しない場合の将来見通し】 

過去供給単価に大きな増減が見られないため、給水収益は有収水量が横ばいから微

減で推移するという前提で将来見通しを試算した結果、以下のとおりとなりました。 

 
料金改定を実施しない場合、給水人口は増加を続けるものの、一人当たりの使用

水量の減少と営業用使用水量の減少により、有収水量は、ほぼ横ばいで推移します

が、給水収益は料金単価の高い営業用使用水量の減少によって計画期間中に約０．

２億円減少する見込みです。 

この結果、現状のままの経営を続けた場合、更新投資に伴う減価償却費用の増加
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と相まって、計画期間中の経常損益は継続して赤字となる見込みです。 

 

また、期末の資金残高についても減少が続き、令和７年度には資金不足に陥るこ

とが見込まれます。 

 

このため、今後一層の経営改善を推進するとともに、経営状況に応じて料金の見

直しを検討する必要があります。 

そこで、以下の収支試算条件を達成できるよう将来シミュレーションを実施した

ところ、令和６年度において平均改定率２５．５％の料金改定（引上げ）が必要で

あるとの試算結果が出ました。 

計画期間中、 

経常赤字が続く 

令和７年度以降 

資金不足 
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 その一方で、長引くコロナ渦による地域経済の低下、国際情勢等による物価高

騰など、近年の経済環境が住民生活に及ぼす影響は小さくありません。このよう

な状況下において水道料金を一度に２５．５％改定することは、水道利用者に過

大な負担を強いてしまう可能性があることから、激変緩和のため、料金改定を段

階的に実施した場合の将来見通しを行うものです。 

なお、収支シミュレーションにおいては、２５．５％の一括改定を行った場合に

見込まれる今後１０年間の料金収入合計（約 125 億円）を本計画期間中に回収す

ることを前提に試算を行うものです。 

 

収支試算条件 

収支面 安定的な経営のため、経常黒字を確保する 

資金面 資金残高は減価償却費を含む経常費用の約６カ月分（※）

である約６億円程度を確保する 

（※）取水から料金回収までの期間が約４～６か月であり、その間の資金

を確保する 

料金改定率等 今後１０年間で約１２５億円の料金収入を見込む 

○令和６年度 料金改定率１５．０％ 

令和５年度から令和１０年度までの料金収入 ６９．３億円 

○令和１１年度 料金改定率１８．５％ 

 令和１１年度から令和１４年度までの料金収入 ５５．４億円 

企業債残高 将来世代との負担の公平性を確保するため、平均の企

業債発行割合を４０％とする 

 

【令和６年度に１５％の料金改定（引上げ）を実施する場合の将来見通し】 

給水収益は有収水量の増減に比例して増減するという前提で、令和６年度に１５．

０％を、令和１１年度に１８．５％の料金改定（引上げ）を実施した場合の給水収

益の見通しを試算した結果、以下のとおりとなりました。 
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令和５年度は、経常損益が赤字となりますが、令和６年度に１５％の料金改定を

行うことで経常黒字がぎりぎり確保できる水準となります。しかしながら、改定率

を抑えることで将来の設備投資の財源となる内部留保がほとんど確保できません。

そのため、令和１１年度に改めて料金水準を見直す必要があります。 

 

資金残高については、おおむね６億円程度を確保できるよう、企業債発行額を調

整しています。 

 

（千円） 

料金水準の見直し

による利益の確保 

料金改定による総

収支差額の改善 
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（３）企業債残高の推移  

 
企業債残高は、十里水源地更新事業や管路更新事業など、老朽化・耐震化事業の

ための設備投資が続いており、償還額を新規発行額が上回っていることから、令和

３年度には約３５億円となっています。また、企業債残高の増加とともに、給水収

益に対する企業債残高の割合、一人あたり企業債残高も増加しています。 

今後も更新投資額のさらなる増加が見込まれるため、必要となる事業を考慮しつ

つ、企業債残高の適切な水準を十分に検討する必要があります。 

≪関連指標の推移≫ 

区分 
平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

１年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

用語説明 

（算式） 

企業債残高対

給水収益比率

（％） 

３０２．０ ３０８．１ ３２４．９ ３３４．８ ３１６．８ 

給水収益に対する企業債

残高の割合で、企業債残高

の規模を表す指標。 

地方債現在高合計÷給水

収益×１００ 

 

（４）他団体と比較した経営状況 

① 比較対象団体 

選定の観点 比較対象団体 団体数 

滋賀県内 

他団体 

【類似団体区分Ａ４※】 

近江八幡市、守山市、甲賀市、野洲市、湖南市、東近江市 

【類似団体区分Ａ４以外】 

大津市、彦根市、草津市、高島市、米原市、日野町、竜王町、甲良

町、多賀町、長浜水道企業団、愛知郡広域行政組合（事業会計分） 

Ａ４ ６団体 

Ａ４以外１１団体 

計１７団体 

※経営比較分析表における類似団体区分。 
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② 経営指標の比較分析結果 

経営指標 栗東市 
滋賀県内他

団体平均 

滋賀県内 

Ａ４他団体

平均 

分析結果 

投資に関する経営指標分析 

有収率 ９１．４％ ８７．４％ ８９．４％ ともに、他団体より高い水準にあり、施設

を有効かつ効率的に利用できています。 施設利用率 ８０．７％ ６１．０％ ６０．２％ 

有形固定資産

減価償却率 

４６．８％ ４９．４％ ５１．９％ 他団体よりも若干、低い水準ではあるも

のの、施設の老朽化が進んでいると言え

ます。 

管路経年化率 １５．１％ １０．０％ １１．０％ 他団体より高い水準となっており、老朽

化が進んでいると言えます。 

管路更新率 ０．６％ ０．２％ ０．３％ 他団体よりも高い水準ではあるものの、

管路経年化率が高いことから、継続的な

更新への取り組みが必要です。 

財政に関する経営指標分析 

経常収支比率 １０７．３％ １１４．０％ １１２．０％ 収益・利益は獲得できているものの、他団

体より低い水準になっています。 営業収益対経

常利益率 

７．５％ １５．３％ １２．２％ 

給水原価 １２５．０ 

円／㎥ 

１５２．７ 

円／㎥ 

１５５．０ 

円／㎥ 

給水原価は他団体より低い水準ですが、

供給単価も安いため、料金回収率は他団

体と同水準となっています。 料金回収率 １０６．０％ １０５．５％ １０７．５％ 

企業債残高対

給水収益比率 

３１６．８％ ４０４．３％ ２６７．２％ 企業債残高の水準は県内同規模団体の平

均より高く、資金残高の水準は低くなっ

ています。 資金残高対事

業収益比率 

１１１．３％ １７８．６％ １４４．０％ 
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③ 他団体比較結果まとめ 

【投資に関する経営指標分析結果まとめ】 
施設・管路の計画的な更新を実施するため、財源を確保する必要があります。 

 
 

【財政に関する経営指標分析結果まとめ】 
収益と費用のバランスの見直しを検討するとともに財源構成を検討し、更新投資のた

めの財源を確保する必要があります。 
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第３章 基本方針と施策目標 

１ 基本方針 

水道施設は住民の日常生活を維持し、地域の経済社会活動を支える基幹的

な施設であり、ライフラインとして安全な水を安定して供給する使命があり

ます。 

新水道ビジョンに掲げられた「安全」「強靭」「持続」の視点を踏まえて、

これを実現する経営の基本方針を次のように定めます。 

 
 

２ 施策目標 

３つの基本方針を具現化し、市民が安心して利用できる水道を次世代に継

承することができるように、以下の施策目標を設定し、各施策に計画的に取

り組んでいきます。 
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① 安全な水道 

水源から蛇口までの水質管理を徹底するため、水道水源の確保に努め、水

質管理体制を充実させ、安全でおいしい水道水を供給します。 

・水質管理の充実と水質管理体制の強化 

・リスク管理の徹底 

・給水サービスの向上 

 

② 強靭な水道 

水道施設や管路施設の計画的な更新・整備を実施します。 

自然災害などによる被害を最小限にとどめ、被災した場合にあっても、迅

速に復旧できる応急給水体制の構築など、水道事業の災害対策を講じ、水道

水を確実に給水できる安定的で強靭な水道を目指します。 

・水道施設の耐震化の推進 

・二次災害の防止 

・災害時における給水の確保 

・危機管理体制の確立 

 

③ 持続可能な水道 

将来にわたって、市民が安心して水道サービスの提供を受け続けることが

できる環境を作るため、経営のさらなる健全化と水道技術の継承を目指しま

す。 

効率的な事業運営や経費の削減、次世代を担う職員の人材育成による技術

力の確保に努め、市民の暮らしを支え続ける持続可能な水道を目指します。 

・老朽化施設の更新 

・環境保全への貢献 

・水道サービスの向上 

・組織・体制の強化 

・経営基盤の強化 

・漏水防止対策の推進 
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第４章 計画実施に向けた重要な取組み 

 

１ 投資計画  

（１）投資目標 

○ 栗東市水道事業アセットマネジメントに基づく更新投資 

○ 基幹管路及び重要給水施設管路の更新率を３５％以上とする 

○ 耐震化の推進 

 

P.２１、２２に記載のとおり、本市では管路更新率は平均を上回っているものの、

管路経年化率は平均よりも高い水準となっていることから、管路の老朽化が進んで

いるといえます。このままでは、将来的に管路の老朽化がさらに進み、大規模な漏

水や水道管破裂といった事故が発生し、住民への安定的な水供給が出来なくなるお

それがあります。 

そこで、平成２９年３月に策定した栗東市水道事業アセットマネジメント及び令

和４年度に改定した栗東市水道事業整備計画に基づき、優先的に更新すべき基幹管

路及び重要給水施設管路の更新率を３５％以上とすることを投資目標とします。な

お、特に水運用上、出庭水源地と十里水源地、低区配水池を結ぶ管路については重

要度が高いことから、この計画期間中の更新完了を目指します。 

また、P.９、１０に記載のとおり、主要な水源地２カ所の耐震化を終え、第１高

区配水池及び第２高区加圧ポンプ場の更新を進めているところです。なお、実施に

あたっては、栗東市水道事業アセットマネジメントに基づく優先順位に従い、耐震

化のみ実施する場合と施設更新する場合のライフサイクルコスト検証のほか、長期

① 老朽施設・管路の更新の推進
② 施設・管路の耐震化の推進
③ 施設規模の適正化、管路の廃止・口径の縮小の検討
④ 水道施設の長寿命化（予防保全型の維持管理）
⑤ 広域化に関する事項
⑥ 新たな知見や新技術の導入

① 企業債に関する事項
② 料金に関する事項
③ 民間の資金・ノウハウの活用
④ 定員の適正化、人材育成
⑤ 資金管理・調達に関する事項

施策の体系

今後の投資に関する
取組み

財源確保のための
取組み
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的視野での施設の必要性や適正な規模へのスペックダウン、環境に配慮した構造へ

の変更など、総合的な検討を行ったうえで施設の耐震化を進めることを投資目標と

します。 

 

（２）今後の投資に関する取組みの内容 

① 老朽施設・管路の更新の推進 

本市の水道施設は、今後老朽化が進んでくることから、安定的な水供給を保持

するために、計画的に更新を実施します。 

≪取組み≫ 

 平成２９年３月に策定した投資計画（栗東市水道事業アセットマネジメント）

及び令和４年度に改定した栗東市水道事業整備計画に基づき、優先度や財源

を加味したうえで計画的に老朽施設・管路の更新を進めます。 

 更新にあたっては、道路掘削や舗装復旧、老朽管の撤去処分等が不要となる

被覆材管内装着工法等の採用、ダクタイル鋳鉄管より安価な配水用ポリエチ

レン管への使用材料の変更等により管路更新投資費用の削減を図ります。 

 令和４年度に実施した水管橋の劣化診断の結果を踏まえ、健全性が不足する

水管橋については、優先的に更新を実施します。 

 

② 施設・管路の耐震化の推進 

滋賀県で想定される巨大地震には、南海トラフ巨大地震に加え、琵琶湖西岸断

層など内陸活性断層による地震があり、これらの大規模地震が発生した場合、耐

震化されていなければ甚大な被害を受けることが予想されます。災害発生時の水

道供給被害を最小限に抑え、生活基盤としてのライフライン機能を確保するため、

計画的かつ効率的に施設・管路の耐震化を進めていきます。 

≪取組み≫ 

 施設の耐震診断を実施し、基幹施設や重要給水施設（病院、避難施設など）

への供給施設の耐震化を優先的に実施します。 

 管路については、更新時に耐震管路を導入することで、耐震化を進めます。 

 

③ 施設規模の適正化、管路の廃止・口径の縮小の検討 

P.５に記載のとおり、給水人口は漸増するも、一人あたり有収水量の減少によ

り、有収水量は横ばいから微減傾向にあります。今後は、給水人口も減少するお

それがあり、有収水量はいっそう減少することが見込まれ、現状の水道施設を維

持した場合、将来的に給水能力が水需要に比べて過大になっていく可能性があり

ます。 
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そのため、水需要に応じた水道施設とするために、計画的な水道施設のスペッ

クダウンや統廃合の検討、管路の廃止・口径の縮小の検討を進めていきます。 

≪取組み≫ 

 金勝水源地については令和３年度取水量が全体の５%程度であるため、施設

更新をせずに廃止します。 

 その他の水道施設や管路は更新の時期にあわせ、スペックダウンするなど施

設規模の適正化や管路の廃止・口径の縮小の可否を検討します。 

 

④ 水道施設の長寿命化（予防保全型の維持管理） 

今後水道施設の老朽化が進むなかで、更新投資費用を抑制するためには、安全

性を確保したうえで、水道施設の長寿命化を図る必要があります。そこで、大規

模な修繕の必要性や供給・使用停止によるサービス低下を防止するため、管路も

含めた水道施設について予防保全を実施することで、ライフサイクルコストの低

減を図ります。また、これにより更新投資費用の平準化も図ることができ、安定

的な水道事業の経営を行うことができます。 

≪取組み≫ 

 水道施設の日常的・定期的な点検結果のデータや耐震・劣化診断結果をもと

に、早期に更新すべき水道施設と日常的な修繕により長期利用が可能な水道

施設に分類することで、適切な維持管理を行います。 

 管路を特質に合わせて分類し、これに合わせて使用管種を決定することで管

路にかかるライフサイクルコストを低減します。 

 水管橋の事故を予防するため、定期的な点検を行い、適切な維持管理を行い

ます。 

 

⑤ 広域化に関する事項 

滋賀県では、令和４年１２月に滋賀県水道広域化推進プランが策定され、将来

的な全県１水道を目指しつつ、まずは、「ゆるかな広域化連携」推進のため、資機

材の共同購入やシステムの共同化、人材育成の共同化など実施可能な事業から検

討を行っています。本市においても経済性や効率性を考慮して検討を進めてまい

ります。 

≪取組み≫ 

 標準仕様に則った水道標準プラットフォームの導入による、広域管理及びデ

ータの有効活用を検討します。 

 その他、近隣水道事業体との災害時相互応援協定の締結や経理担当者等担当

部門別の連絡会議への参加など同一事業者間での連携強化を図ります。 
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⑥ 新たな知見や新技術の導入 

水道事業による環境負荷を低減するために、水資源やエネルギーの有効活用、

資源リサイクルの推進などにより、環境に配慮した事業経営を推進します。 

 
（３）目標設定 

区分 
令和 

４年度 

令和 

９年度 

令和 

１４年度 

有収率（％） ９０．９ ９３．５ ９５．５ 

施設利用率（％） ８０．７ ７５．０ ７５．０ 

基幹管路等更新率（％）※ － １３．５ ３５．０ 

  ※基幹管路等更新率は、第５次栗東市水道事業整備計画に基づき基幹管路及び重要給水施

設管路の更新延長１８．６ｋｍに対する更新率を示すものです。 

（４）計画期間内に実施する施設、管路投資計画 

計画期間内に実施を予定している施設、管路への主な投資は以下のとおりです。 

 

更新投資（令和５～１４年度） 約６６億円 

① 水道施設の更新投資（令和５～１４年度） 約２２億円 

・出庭水源地の更新投資（電気計装等） 約２億円 

・金勝水源地の延命化工事 約１億円 

・第１、第２、第３高区配水池の更新工事 約７億円 

・第２、第３、第４高区加圧ポンプ場の更新工事 約４億円 

・第一高区受水池の更新投資 約４億円 ほか 

② 管路の更新投資（令和５～１４年度） 約４４億円 

 

２ 財源計画 

（１）財政目標 

 

○収益的収支の均衡を保持する 

○計画期間中の建設改良費に対する起債率を平均 40％とする 

 

持続可能な事業運営には、単年度における経常収支が黒字であることが重要です。

現行の料金体系では、経常収支の黒字維持が難しいことから、令和６年度より段階



30 
 

的に料金改定を実施し、また、継続的なコスト削減策の検討行うことで１０年後ま

で収益的収支の均衡を保持していくことを財政目標とします。 

現在、水道施設等の更新時期にあることから、償還額を上回る新規企業債の発行

を行っています。将来世代へ過度な負担を残さないため、企業債の残高に留意しつ

つ、起債割合を設備投資費の４０％程度に抑制します。 

 

２）財源確保のための取組みの内容 

① 企業債に関する事項 

老朽化した水道施設や管路の更新などの投資に必要な財源確保のために企業債

の発行は不可欠ですが、企業債は基本的に料金収入を原資として償還するもので

あることから、将来世代への負担も鑑みて企業債残高を一定水準以下に抑える必

要があります。 

≪取組み≫ 

 一人あたり有収水量の減少や将来的な給水人口の減少による料金収入の減

少が見込まれる中で、将来世代に過重な負担を強いることがないように、企

業債発行割合の抑制を図ります。 

 

② 料金に関する事項 

P.１１の「料金についての考え方」に記載のとおり、今後、管路や水道施設の

耐震化や更新に要する費用が多額となることが見込まれるため、企業債や一般会

計繰入金水準も勘案したうえで必要に応じて料金水準を見直します。 

また、料金水準の見直しにあたっては、あわせて料金体系の見直しも実施する

ことで利用者にとって公正妥当な料金体系の実現を図ります。 

≪取組み≫ 

 令和６年度及びその後５年ごとを目途に、定期的に栗東市上下水道事業審議

会等による料金制度の見直しを行い、適正な料金水準及び料金体系の実現を

図ります。 

 一般会計繰入金や国庫補助金など、活用可能な財源確保策を検討します。 

 

③ 民間の資金・ノウハウの活用 

これまで、検針・開閉栓業務、メーター検針業務などの民間への委託を行って

きましたが、今後も委託形態の見直しも含めて民間活用の可能性について検討し、

効率的な経営と事業運営の活性化を図ります。 
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≪取組み≫ 

 包括業務委託の範囲をさらに拡大し、作業の効率化及びコスト削減を図りま

す。 

 

④ 定員の適正化、人材育成 

本市ではこれまで人員の定数管理は継続的に行い、定員の適正化及び組織の効

率化を図ってきました。一方で P.１３に記載のとおり、本市の職員は約４割が５

０代以上となっており、退職等を見据えて専門性を有する技術者の育成･確保が課

題となっています。 

適正な人員確保とともに水道事業に携わる職員としての専門的知識・技能の習

得を支援する体制の整備を図ってまいります。 

≪取組み≫ 

 将来的な安定経営を見据えた適正な人員確保を図ります。 

 適正な技術継承のため、湖南地域の他団体との連携や日本水道協会等が主催

する各種研修への参加など、水道事業の技術面での研修機会の増加を図りま

す。 

 

⑤ 資金管理・調達に関する事項 

今後も支払利息の利率が低いなど最も有利な条件となる機関から資金調達を行

うことで、調達コストの軽減を図ります。 

 

（３）目標設定 

区分 
令和 

４年度※１ 

令和 

９年度 

令和 

１４年度 

料金水準・体系の見直し 検討実施 検討実施 検討実施 

料金回収率（％） ９７．１ ９９．６ １１５．９ 

経常収支比率（％） １０１．２% １０１．８ １１７．１% 

設備投資費対企業債発行比率

（％） 
３７．７％ ４９．７※２ ４０．０※３ 

 ※１ 令和４年度の値は決算見込値 

 ※２ 令和５年度から令和９年度までの５年間の平均値 

 ※３ 令和５年度から令和１４年度までの１０年間の平均値 
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３ その他の重要な取組みの内容 

① 適切な自己水の確保 

本市では、自己水では賄えない水量を滋賀県（湖南水道用水供給事業）からの

受水で賄っています。県水費用が収益的支出の約３割（年間約３億円）を占めて

いることから、適切に自己水の生産を行うことで県水受水費抑制に努めます。 

≪取組み≫ 

 自己水源の適切な維持管理による保全に努めます。 

 

② 危機管理体制の確立 

ライフラインを担う水道事業者として、非常時の対応について栗東市上下水道

業務継続計画（令和３年３月策定）に基づき危機管理体制の確立をします。 

≪取組み≫ 

 定期的な計画の見直しと訓練の実施。 

 近隣市町との災害協定や民間企業との災害協定の締結により支援・受援体制

を構築します。 
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第５章 投資・財政計画（収支計画） 

（１）前提条件 

 費 目 内 容 

収益的収入 

料金収入 

【家庭用】 

・給水人口(※１)×一人あたり有収水量（※２）×年間日数×

給水単価（※３）で算定しています。 

【営業用、その他】 

・過去４年間の減少割合を基に、年２．９％ずつ減少していく

と仮定して算定しています。 

※１ 給水人口は、国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計をも

とに、年０．４９％ずつ増加していくと仮定しています。 

※２ 1 人当たり有収水量は、近年、横ばい傾向にあることから、令和

元年度実績値並みで推移すると仮定しています。 

【料金】 

・令和６年度に１５％、令和１１年度に１８．５％の段階的な料金改定の

実施を仮定しています。 

長期前受金戻入 

・将来取得資産については、投資計画における国庫補助金及び

一般会計負担金が無く、長期前受金戻入も発生しないと仮定

しています。 

・既存資産については、国庫補助金等により取得した固定資産

の減価償却に応じて収益化しています。 

他会計負担金 
・栗東駅前土地区画整理に伴う将来の一般会計負担予定額を計

上しています。 

収益的支出 

職員給与費 
・人員は年度により変動することから、過去５年平均（H29 ～

R3）で推計しています。 

委託料・動力費 
・動力費は、物価上昇を考慮して、令和３年度実績より２０％

の上昇を見込み、以降は横引きで推計しています。 

受水費・維持管
理費 

・物価上昇を考慮して、過去３年間（H30 ～R2 ）の 5％増で推

計しています。 

減価償却費 

・将来取得資産については投資計画における建設改良費額を平

均耐用年数（見込）４０年、残存価額１０％で、取得翌年度

より償却します。 

・既存資産部分については法定耐用年数に基づき減価償却費額

を算定しています。 
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収益的支出 支払利息 

・既存企業債分については、現在の企業債償還額明細書により

算定しています。 

・新規発行債については、支払利息の利率を１．２％と仮定し

算定しています。 

資本的収入 

企業債 
・建設改良費額に対する企業債発行割合を平均起債率４０％と

仮定し、算定しています。 

他会計負担金 
・栗東駅前土地区画整理に伴う将来の一般会計負担予定額を計

上しています。 

資本的支出 

建設改良費 

・平成２９年３月に策定した栗東市水道事業アセットマネジメ

ント及び令和５年３月に改定した管路整備計画に基づき、建設

改良費を算定しています。 

企業債償還金 

・既存企業債分については、現在の企業債償還額明細書により

算定しています。 

・将来起債分については、２５年償還（５年据え置き）元金均

等方式で償還すると仮定し算定しています。 
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（２）収益的収支 

 
＜説明＞ 
一人あたり有収水量の減少により料金収入が減少する一方で、更新投資の実施などにより減価償却費は増加する結果、令和５年度には経常

赤字の発生が見込まれるため、令和６年度と令和１１年度に段階的な料金水準の見直しを行い、収益的収支の黒字化と必要な資金の確保が

できる見込みです。 
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（３）資本的収支 

 
＜説明＞ 
栗東市水道事業アセットマネジメント及び水道事業整備計画に基づき計画的に更新投資を行うため、毎年度約５～９億円の建設改良費が

発生します。この結果、計画期間内の企業債発行額が企業債償還額を上回り、企業債残高は約４５億円に増加する見込みです。 
資金残高は減価償却費を含む経常費用の約６カ月分（※）である約６億円以上が確保される見込みです。 
（※）取水から料金回収までの期間が約４～６か月であり、その間の資金確保することを目標として収支計画を策定しています。 
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給水人口 70,160人（R3年度）

計算期間 自 令和5 年4 月 至 令和10年3月

（５年間）

　最近１箇年
　間の実績

（令和３年度）

投資・財政計画
計上額

（令和５年度～令和９年度の平均値）

料金対象収支

千円 千円 千円

1,108,699 1,154,418 1,154,418

0

22,377 28,670 28,670

1,131,076 1,183,088 1,183,088

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額

料金対象収支

千円 千円 千円

68,316 70,930 70,930

65,933 78,453 78,453

53,363 53,177 53,177

525,151 569,648 569,648

399,214 451,448 451,448

△ 102,586 △ 98,648 △ 98,648

40,437 49,678 49,678

1,049,828 1,174,686 1,174,686

272,859

1,447,545

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 79.75%

＜料金水準についての説明＞

そ の 他

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　総括原価の算定にあたって、資産維持費を2.6％となるよう試算をしていますが、急激な値上げによる市民生活・社会経済活動への影響
を鑑み、令和６年度より段階的な値上げを行う予定です。
　原価計算の算定期間（令和5年度から5年間）は、段階的な値上げの前半期にあることから、料金収入（X）に対し料金対象経費（Y）+（Z）
が20％程度不足している状況です。経営戦略では、令和11年度に料金改定を実施することで、計画期間中（10年）に料金対象経費が料金
収入で賄えるよう、財政シミュレーションを行っています。

職 員 給 与 費

経
費

動 力 費

修 繕 費

そ の 他

減 価 償 却 費

長 期 前 受 金

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

料 金 (X)

原価計算表

収　　入　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額
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第６章 経営戦略の事後検証・更新等 

１ 経営戦略の事後検証の必要性 

経営戦略の計画期間は令和５年度から令和１４年度の１０年間ですが、「経営戦

略策定ガイドライン」（総務省）では、その推進にあたり毎年度進捗管理（モニタリ

ング）を行うとともに、３～５年に一度見直し（ローリング）を行う必要があると

されています。 

２ 計画の推進と点検・進捗管理の方法 

経営戦略の推進のため、毎年度目標指標の達成状況を把握することで進捗管理を

行います。 

また、５年に一度を目安に経営戦略における投資・財政計画と実績とのかい離及

びその原因を分析し、その結果を経営戦略等に反映させる「計画（Plan）-実施（Do）

-検証（Check）-見直し（Action）」を導入し、目標の達成状況や見直した経営戦略

を住民及び利用者へ公表します。 
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【用語説明】 
用語 説明 

あ 
アセットマネジメント 中長期的な視点に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効果的に水

道施設を管理運営する体系化された実践活動のこと。 

現在保有している資産の状態・健全度を適切に診断・評価し、中長期の更新需要見通しを検

討するとともに、財政収支見通しを踏まえた更新財源の確保方策を講じる等により、事業

の実行可能性の確保を図る。 

か 

基幹施設 地震などの災害において、施設が破損すると、住民生活に重大な影響をもたらす可能性が

ある施設のことをいいます。本市では、浄水場や配水池などが該当します。 
企業債 地方公営企業が行う建設改良事業などに要する資金に充てるために起こす地方債（国など

から長期で借り入れる借金）のことです。 
給水管 配水管から分岐して、個々の使用者の使用場所（私有地）に引き込むための水道管で、個

人が布設し、維持・管理する給水装置の一部です。 
給水装置 配水管などから分岐して設けられた給水管、止水栓、量水器（水道メーター）及び給水栓 

（蛇口）などです。 
給水原価 有収水量(漏水など除く水道料金収入となった水量)１㎥当たりについて、どれだけ費用が

かかったかを表しています。供給原価ともいい、計算は次式で算出します。 

{経常費用－(受託工事費＋長期前受金戻入)}÷年間総有収水量(円／㎥) 
給水区域 水道事業者が厚生労働大臣の認可を受け、一般の需要に応じて給水サービスを行うとした

区域のことをいいます。 
給水人口 給水区域（給水できる範囲）内に住んでおり、給水を受けている人口です。給水の範囲外

からの通勤者や観光客は給水人口に含まれていません。 
給水収益 水道事業会計における営業収益の一つで、水道事業収益のうち、最も重要な位置を占める

収益です。通常、水道料金として収入となる収益がこれに当たります。 
供給単価 有収水量（漏水など除いた、水道料金となった水量）１㎥当たりについて、どれだけの収

益を得ているかを表します。給水単価ともいい、計算は次式で算出します。 

給水収益÷年間総有収水量（円／㎥） 
給水量 水道の利用者に給水する水量のことです。 
緊急遮断弁 センサーが一定震度を超える地震の揺れを感知すると、配水池の配水弁を自動閉止し、配

水管の損傷による水道水の流出を防止し、応急給水用の水道水を確保するための装置で

す。 
経営戦略 各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本

計画のことです。その中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通
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しを試算した計画（投資試算）と、財源の見通しを試算した計画（財源試算）を構成要素

とし、投資以外の経費も含めた上で、収入と支出が均衡するよう調整した中長期の収支計

画となっています。 
減価償却費 固定資産（建物・水道管など）の取得価額について、価値の減少を主な原因とし、その耐

用期間に合理的かつ計画的に費用として負担させる会計上の処理または手続を減価償却と

いい、この処理または手続によって特定の年度の費用とされた固定資産の減価額を減価償

却費といいます。 
さ 
財源試算 「経営戦略」の中心となる「投資・財政計画」の構成要素のうち、財源の見通しを試算し

た結果のことをいいます。 
資本的収支 企業の将来の経営活動に備えて行う建設改良および建設改良にかかる企業債償還金などの

支出とその財源となる収入をいいます。 
受水 水道事業者が、水道用水供給事業から浄化した水（水道水用水）の供給を受けることをい

います。また、水道事業者から供給される水を利用者が水槽に受けることも「受水」とい

います。 
収益的収支 一事業年度の企業の経営活動に伴い発生する全ての会計上の収益とそれに対応する全ての

会計上の費用をいいます。 
浄水場 浄水処理に必要な設備がある施設のことです。原水の水質により浄水方法は異なります。 
上水道事業 計画給水人口が 5,000 人を超える水道事業のことをいいます。 
水源 水道として利用する水の供給源のことで、河川以外にもダム湖などを指すことがあります。 
水道ビジョン （新水道ビジョン） 

平成25 年3 月に厚生労働省が策定したもので、「水道ビジョン」を全面的に見直し、将

来を見据え、水道の理想像を明示した新しい水道ビジョンです。 

（水道ビジョン） 

平成16 年6 月に厚生労働省が水道の目指すべき方向性について示したもので、水道のあ

るべき将来像について、その実現のための施策や工程が明示されています。 
送水管 浄水場で浄水処理された「水道水」を、浄水場から配水池、ポンプ施設などの配水施設に

送る水道管です。 
損益勘定留保資金 減価償却費などの現金支出を伴わない支出や収益的収支における利益によって、企業内に 

留保される自己資金のことです。 

た 
耐震化、地震対策 地震による影響を最小限にするための対策です。発災前及び発災後の対策に分けることが

できます。水道では、発災前における対策として、施設の耐震設計や耐震管の採用、シス

テム面では基幹施設の分散や水源間の相互融通を可能とする連絡管の整備、電源の異系統

化や複数化、自家発電装置の設置、緊急時対応の無線の整備、また配水池につながる主配

水管の破損が引き起こす貯留水流出による二次災害を防ぎ、非常用の飲料水を確保するた
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めの緊急遮断弁の設置などがあげられています。 

地下水 地表面下にある水をいいます。一般に地下水は、河川水に比べて水量、水質、水温が安定

した良質の水源です。 
長期前受金戻入 固定資産取得のために交付された補助金などについて、いったん長期前受金として負債計

上し、耐用期間内において減価償却費見合い分を収益化したものです。 
投資試算 「経営戦略」の中心となる「投資・財政計画」の構成要素のうち、施設・設備に関する投

資の見通しを試算した結果のことをいいます。 
は 
配水管 配水池やポンプ施設などの配水施設から個々の使用者に給水する水道管のうち、水道事業

者が布設し、維持・管理するものをいいます。 
配水池 浄水処理された水道水を貯留し、管路網を通して給配水する施設のことをいいます。通常

は標高の高い場所に設置し、位置エネルギーにより水道水を自然流下させて、配水圧を確

保します。 
ＰＤＣＡサイクル 生産管理や品質管理などの管理業務を計画通りスムーズに進めるための管理方法の一種

で、計画、実施、検証、見直しを繰り返すことでより良いものを目指すことができます。 

(plan-do-check-action cycle) 

法定耐用年数 地方公営企業においては、地方公営企業法施行規則で定められている耐用年数のことで

す。経理上の基準であり、実際に使用できる年数は実情に応じて変動します。 
ま 
水需要 水道水の使用見込量のことです。 
や 
有収水量 水道メーターにより計量され、料金収入に結び付く水量のことです。 

 

 


